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本準備書面は、大阪府北部地震（２０１８．６．１８）の観測記録を基にす

ると、大飯原発における地震動は１２８０ガルに上ることが予測され、基準地

震動８５６ガルは過小評価であることを批判するものである（赤松意見書「Ｆ

Ｏ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層Ｍ７．８（２０１８年大阪府北部地震Ｍ６．１ス

ケールアップ）による大飯原発サイトの強震動」、甲４８１）。

１ 大阪北部地震観測結果のＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層への適用

ア 基準地震動の策定方法

原子力規制委員会は、基準地震動の策定方法について、「①敷地ごとに震

源を特定して策定する地震動と②震源を特定せずに策定する地震動につい

て、それぞれ応答スペクトル1を相補的に考慮することによって、敷地で発

生する可能性のある地震動全体を考慮した地震動を策定すること、さらに、

震源が敷地に近く破壊過程が地震動評価に大きく影響する地震については、

①において断層モデルを用いた手法を重視すること、そのうえで基準地震動

として①②それぞれについて設計用の応答スペクトルと地震波時刻歴とを、

不確かさを考慮して策定すること」と定めている（丙２７「基準地震動及び

耐震設計方針に係る審査ガイド」平成 25年 6月）。

また、地盤の震動特性に関わる地盤構造について、「敷地及び敷地周辺に

おける地層の傾斜、断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとともに、地

震基盤の位置及び形状、岩相・岩質の不均一性並びに地震波速度構造等の地

下構造及び地盤の減衰特性を評価すること。なお、評価の過程において、地

下構造が成層かつ均質と認められる場合を除き、三次元的な地下構造により

検討すること」と定めている(甲４８２「実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」、平成 25年 6月 19日)。
イ 断層モデル

「震源を特定して策定する地震動」評価は、応答スペクトルに基づいて地

震動評価が行なわれ、地震の規模と震源から敷地までの距離との関係から経

験的に地震動を求める手法（耐専式）が用いられている。ただし、震源距離

が極めて近い場合には、耐専式を用いることが適当でないため、断層面を細

分化して（小断層）、小断層から放出される地震波形を合成する手法（断層

モデル）を用いて地震動評価を行なう（丙１３、地震動予測手法「レシピ」）。

被告関電は、大飯原発に近接するＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層の断層破壊

モデルによって地震動評価を行っている。

1 応答スペクトル 地震動が建物等をどれだけ揺らすかを示すもの。建物等毎に固有周期が決

っている（建物が一揺れするのに要する時間）。ある周期の地震波は、その周期を固有周期とす

る建物を大きく揺らす。周期毎にその周期を固有周期とする建物を揺らす程度を、変位（cm）、

速度（cm/s）、加速度（cm2/s）で表わす。
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「震源を特定せず策定する地震動」評価は、地震の規模（マグニチュード）

や震源距離を定めて地震動を計算するのではなく、過去の内陸地殻内地震に

ついて得られた震源近傍の地震動観測記録に基づいて応答スペクトルを設

定して策定するものである。（以上、被告関電準備書面（３））

ウ 大阪北部地震観測結果適用の意義

上記のとおり、「震源を特定して策定する地震動」は、「レシピ」に依拠し

た平均的な地震像としての断層破壊モデルによって評価されている。これに

対して、赤松意見書では、大阪府北部地震の観測データの逆解析（インバー

ジョン解析）によって明らかにされた具体的な断層破壊過程を、ＦＯ－Ｂ～

ＦＯ－Ａ～熊川断層に適用して地震動を評価したものである。断層破壊過程

に実地震記録を用いており、実際にあった断層破壊過程が用いられているか

ら、地震動評価の信頼性は格段に高い。

２ 大阪府北部地震の観測

大阪府北部地震は、防災科学研究所のＫＩＫ－ｎｅｔの大阪観測点（ＯＳＫ

Ｈ０５）で観測されている。同観測点の地震計は、地中深くの（標高－９８１

ｍ）堅硬な（Ｖｐ＝５６６０m/s、Ｖｓ＝３０５０m/s）2岩盤内に設置されて

いる。

３ 大阪府北部地震の震源破壊過程

大阪府北部地震は、周辺の強震観測網で観測された記録が逆解析（インバー

ジョン解析）され、実際に起こった断層破壊過程が詳しく解析されて明らかに

されている（断層の深さ、走向、傾斜、破壊開始点の位置、破壊進展方向、破

壊伝播速度、断層のすべり量、断層面積等）。

４ 大阪府北部地震の震源破壊過程を大飯に適用

大飯原発で基準地震動を策定したＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層の断層モ

デルに、大阪北部地震観測データの逆解析による震源破壊過程を適用して、Ｆ

Ｏ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層で生じる地震波、地震動を予測することができる。

５ スケールアップ

地震動の予測にあたり、大阪府北部地震のマグニチュード（Ｍ）は６．１で

あるのに対して、ＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層で起きるマグニチュードは

2 Vp、Vs VpはＰ波速度、VsはＳ波速度である。Ｐ波は地震波の進行方向と同じ方向の震動

（縦波）、Ｓ波は地震波の進行方向と垂直の震動（横波）である。地震波速度は、地盤が固いと

速く、軟らかいと遅くなる。
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７．８を想定しているから、大阪府北部地震をＭ７．８にスケールアップしな

ければならない3。

Ｍ７．８のＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層の断層面積は、Ｍ６．１の大阪北

部地震の約１７倍であるから、ＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層を、大阪府北部

地震の断層（５４km²）が１７個集まったものと考え、震源から破壊が広がっ

て１７個の小断層が破壊し、それぞれの小断層がＭ６．１の地震波を生じさせ、

それらが合成されると考える。

下記グラフは、１７個の小断層が、順に破壊して地震波を生じさせ、それら

が全体として合成地震波を生じさせたものである。

地震動は８８３ガル4にのぼり、基準地震動８５６ガルを超えている。

3 ω²則による（経験的グリーン関数法による波形合成の方法、横井・入倉、1991）。
4 ガル 地震動は加速度で表わし、その単位がガル（cm/s²）である。
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基準地震動 856ガルを

超えている

応答スペクトルは、基準地震動を大き

く超えており、原子炉建屋破壊の可能

性がある
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６ 関電地盤モデルと 3号炉モデル

ア 関電地盤モデル

上記地震波グラフは、スケールアップした大阪府北部地震の断層破壊過程

をＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層に適用した結果の予測される地震波であ

るが、地盤については、関電地盤モデルを用いている。

関電地盤モデルは、下記③のとおり、原子炉建屋は堅硬な岩盤に設置され

ていて（Ｖｐ＝4.6km/s，Ｖｓ＝2.2km/s）増幅しにくい上5、当該岩盤の減衰

係数6は大きく設定されていて（ｈ＝３%）、地震波が大きく減衰するとされ

ている。

① ② ③ ④

イ 関電地盤モデルはごまかし

ところで、関電地盤モデルは微動アレイ観測の観測結果の逆解析によるイ

ンバージョンモデルを基に設定されている。

観測結果の逆解析から直接導かれるインバージョンモデルは①のとおり

5 増幅特性 地震波は、固い地盤では増幅しにくく、軟らかい地盤では増幅する。
6 減衰係数 地震波は、固い地盤での減衰は小さく、軟らかい地盤での減衰は大きい。減衰係数

は、ｈで表わし、ｈは地震波が１サイクルで何％減衰するかを表わしている。

以上から、地震波が、堅硬な岩盤から軟らかい地盤に差しかかると、一旦、増幅して振幅が大

きくなる。しかしその後、減衰してゆく。軟らかい地盤が一定の厚みを持っている場合には、地

表近くに到達する頃には大きく減衰していることとなる。
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であり、原子炉建屋が軟弱な表層地盤に設置されていることを示している。

そこで原告らは、インバージョンモデルは軟弱な表層地盤が存在すること

を示しているのに、関電地盤モデルはこれを無視していると批判した。

これに対して被告関電は、確かに表層地盤はあるが、原子炉建屋は岩盤地

盤に建っているから、層厚８０ｍの表層はカットしたと反論した（②、③）。

上記のとおり、被告関電は自ら表層地盤が層厚８０mあると言い、その８

０mの表層地盤をカットしたと言うが、そうだとすると、原子炉建屋は空中

観測結果を基に①のインバージョンモデルが策定される

被告関電は、観測結果を無視して③の関電地盤モデルを策定している

赤い丸が観測位相速度
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に浮かんでいることとなって明らかにおかしい。

地盤調査結果は３号炉の地盤に破砕帯が密に存在し、Ｐ波速度は３．８６

km/ｓであることを示しおり４．６km/sを下回っている。

原子炉建屋が直接、堅硬な地盤（Ｖｐ＝４．６km/ｓ、Ｖｓ＝２．２km/
ｓ）に設置されているとする関電地盤モデルは、自らの主張とも、地盤調査

結果とも整合しない。

関電の地盤モデルは、曖昧な議論と不確かな実験によって、減衰係数（ｈ）

を３％と設定している。

ファンシューティングのデータは３号炉地盤の VP=3.86km/sであることを示している
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減衰係数は、岩盤地盤（堅硬な地盤）では小さく、土質地盤（軟らかい地盤）

では大きい。大阪観測点の地盤は土質地盤であるところ、観測結果に拠ると、

減衰係数はｈ＝３％を下回り、大きくてもその１／１．５の２％迄であること

が判明している7。

大飯の地盤では、堅硬な地盤は－４０m以深である。他方、大阪観測点では

－６００ｍまで土質地盤が続き、２５ｍ厚の風化岩層をはさんで－６２５ｍ以

深でようやく硬い岩盤地盤が表れる。表層すぐ近くまで岩盤地盤となっている

大飯の減衰係数は、大阪観測点をさらに相当に下回るはずである。

以上のとおり、ｈ＝３％と設定している関電の地盤モデルの減衰係数は、過

7 大阪観測点の地盤の減衰係数は不明であるため、赤松意見書では、大阪観測点の地盤増幅特性から減衰

係数を検討している。右の図の太線は、地表（標高 1m）と地中（標高－981m）の各地震計で観測された

地震波の強さの比較である（フーリエ・スペクトル比）。 (1)～(5)は、大阪観測点の地盤の減衰係数をいろ

いろ変化させて与えた増幅特性である（左側の hは 200m以浅、右側の右は 200m以深である）。下記グラ

フから、大阪観測点の地盤の減衰係数が、(3)と(4)の間にあることが明らかとなり、上記では控えめに(4)

として論じている。
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大に過ぎる。

７ 関電地盤モデルが示す基準地震動の「平均像」

ところで、このように地震動を過小評価する関電地盤モデルによっても、前

述のとおり、合成波形の加速度ピーク値は８８３ガルであり、基準地震動８５

６ガルを超えている。これは、基準地震動が「平均像」に基づいて策定されて

いるからである。

断層モデルは、各小断層の破壊が均質と仮定しているが、実際には、各小断

層の破壊が不均質に進展しており、そのため前後の地震波に強弱が生じて重な

りが不均質になり、合成波が大きくなったと考えられる。

断層破壊モデルは、断層面が１枚の平面であることを前提としているが、２

０１６年の熊本地震（Ｍ７．３）では複数の断層面が斜交し、２０００年の鳥

取県西部地震（Ｍ７．３）では共役関係にある断層破壊が生じた。

断層破壊モデルは、現実に起こる単純でない断層破壊の不均質な破壊過程が

考慮されていない。

「平均像」から基準地震動を策定することによって、地震動を過小に評価し

ていることとなる。

８ ３号炉地盤モデルは１２８０ガルを示す

３号炉モデルに拠れば、波形の加速度ピーク値は１２８０ガルにも及び、ク

リフエッジの１２６０ガルを超えることとなる。
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基準地震動を大きく超える。

M7.8の地震によって、応答スペクト

ルも基準地震動を大幅に超え、原子炉

建屋破壊が強く懸念される。

原子炉に最も近い No.9小断層（M6.1）だ

けでも、基準地震動を超えている。３号炉

の地盤の脆弱性が懸念される。
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ＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層のＭ７．８の地震の地震動は、１２８０ガル

となって、基準地震動だけでなく、応答スペクトルも基準地震動を大幅に超え、

原子炉建屋破壊が強く懸念される。

さらに、小断層Ｎｏ．９のみの断層破壊によるＭ６．１の地震によっても、

応答スペクトルは基準地震動を超えており、３号炉側の地盤の脆弱性が危惧さ

れる。

以上、大阪府北部地震の観測結果をＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層に適用し

た結果から、被告関電の基準地震動が過小に評価されており、基準地震動超え

の地震動発生の危険が改めて明らかとなった。

原子炉


